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　 　《総括》

　《歳入のポイント》

地方税は増加

地方交付税は増加

国庫支出金は増加

地方債発行額は増加

　《歳出のポイント》

人件費は増加

扶助費は減少

公債費は増加

投資的経費は増加

　前年度と比較して市町村民税１．９％の減、固定資産税は５．２％の増で、地方税全体で
は０．５％の増となった。

　地方交付税の管内合計は４８７億９０百万円で、前年度比０．２％の増となった。
　なお、地方交付税の振替えである臨時財政対策債２６億５３百万円を含めた管内合計は
５１４億４３百万円で、０．０２％の増となっている。

　庁舎新築の財源として、緊急防災・減災事業債及び公共施設等適正化事業債などが増
加したことなどにより、前年度比４８．６％の増となった。

　

　令和２年度の管内市町村の普通会計決算は、歳入及び歳出のいずれにおいても前年度
決算額を上回った。
　実質収支も、総額としては前年度決算額を上回っており、管内全ての市町村において黒
字となっている。

　扶助費は、前年度と比較して０．８％の減となった。

　前年度と比較して、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増加により、
１５１．６％の増となった。

管内市町村の決算のポイント

　普通建設事業費が、庁舎新築などにより前年度と比較して３３．７％増加しており、全体と
しても３３．１％の増となった。

　人件費は、会計年度任用職員の増加などにより、前年度と比較して８．３％の増となっ
た。

　 公債費は、前年度と比較して０．２％の増となった。



　《財政構造のポイント》

健全化判断比率の状況

経常収支比率の状況

地方債現在高は増加

積立金現在高は増加

　実質赤字比率及び連結実質赤字比率について、早期健全化基準以上の市町村はない。
　実質公債費比率は、管内市町村の平均は８．２％（加重平均）であり、全道平均（７．０％）
を上回る水準となっている。
　将来負担比率は、管内市町村の平均は２０．７％(加重平均)であり、全道平均（３８．３％）
を下回っている。

  管内市町村地方債現在高は、１，４３３億４９百万円であり、前年度比で３６億７９百万円
の増（２．６％）となっている。

　 積立金現在高は、４７５億８百万円であり、前年度比４億２４百万円の増（０．９％）となっ
ている。

   経常収支比率（管内平均）は９０．７％（加重平均）となり、前年度と比較すると０．８％減
少している。
　 なお、全道平均（９２．４％）よりも低い水準を保っている。
　 また、管内市町村において警戒ラインの目安とされる９５％を超えている市町村は、３団
体となっている。



1 決算規模

2 決算収支

増減額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 181,018 145,347 35,671 24.5%

歳 出 総 額 Ｂ 178,068 142,935 35,133 24.6%

形 式 収 支 （ Ａ － Ｂ ） Ｃ 2,950 2,412 538 22.3%

翌年度に繰越すべき財源 Ｄ 301 70 231 330.0%

実 質 収 支 （ Ｃ － Ｄ ） Ｅ 2,649 2,342 307 13.1%

実 質 単 年 度 収 支 Ｆ 574 ▲ 942 1,516 ▲160.9%

  令和２年度の管内２０市町村（１市、１３町、６村）の普通会計の決算額は、次のとおりであ
る。

　 前年度と比較すると、歳入は３５６億７２百万円（２４．５％）、歳出は３５１億３２百万円
（２４．６％）とそれぞれ増加している。

　 ２　　 各項目において端数調整しているため、合計と内訳は一致しないことがある。

　 また、形式収支から繰越明許費などの翌年度に繰り越すべき財源（３億１百万円）を差し引
いた実質収支は、２６億４９百万円の黒字である。

※１　 　実質単年度収支(F欄)は、実質収支の前年度との差引額(単年度収支）に、当該年度の積
　　　立金及び繰上償還金を加えて積立金取崩し額を減じたものである。

令和２年度後志管内市町村決算の状況

　○　　歳入　　１，８１０億１８百万円（前年度　１，４５３億４７百万円）

　○　　歳出　　１，７８０億６８百万円（前年度　１，４２９億３５百万円）

区　分 令和２年度 令和元年度
比較

（単位：百万円）

　 令和２年度の管内市町村の歳入歳出差引額（形式収支）合計は、２９億５０百万円の黒字
となっている。

決算規模及び決算収支の状況　
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3 歳入

構成比 構成比 増減額 増減率

28,812 15.9 28,658 19.7 154 0.5%

10,152 5.6 10,348 7.1 ▲196 ▲1.9% 

個 人 分 8,266 4.6 8,286 5.7 ▲20 ▲0.2% 

法 人 分 1,886 1.0 2,062 1.4 ▲176 ▲8.5% 

15,038 8.3 14,301 9.8 737 5.2%

48,790 27.0 48,670 33.5 120 0.2%

6,724 3.7 6,037 4.2 687 11.4%

84,326 46.6 83,365 57.4 961 1.2%

47,160 26.1 18,745 12.9 28,415 151.6%

8,799 4.9 9,596 6.6 ▲797 ▲8.3% 

17,934 9.9 12,071 8.3 5,863 48.6%

2,653 1.5 2,763 1.9 ▲110 ▲4.0% 

22,799 12.6 21,570 14.8 1,229 5.7%

181,018 100 145,347 100 35,671 24.5%
　

⑤歳入決算額
   構成比において地方交付税が２７．０％、国庫支出金が２６．１％を占めており、歳入全体に
占める地方交付税及び国庫支出金の依存が高くなっている。

うち臨時財政対策債

うち固定資産税

　令和２年度の歳入決算額の状況における特徴は、以下のとおりである。

④地方債
　　前年度と比較し、庁舎新築の財源として、緊急防災・減災事業債や公共施設等適正化事業
債が増加したことなどにより、４８．６％の増となった。

②地方交付税
   前年度と比較して０．２％増加となった。また、地方交付税の振替えである臨時財政対策債
（後年度に地方交付税の基準財政需要額に１００％算入）は４．０％減少しており、地方交付税
と臨時財政対策債を合わせると０．０２％の増となった。

①地方税
   前年度と比較して市町村民税は微減、固定資産税は増加している。地方税全体は０．５％の
増となった。

③国庫支出金
　　前年度と比較して、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増加等により、１
５１．６％の増となった。

　　　　　歳入決算額の状況

合 計

地 方 債

（単位：百万円、％）

比較

※１　地方譲与税等は、「地方譲与税」の他「利子割交付金」、「配当割交付金」、「株式等譲渡等所得交付金」、「地方消費税交付

令和２年度 令和元年度区　　分

地 方 税

うち市町村民税

地 方 交 付 税

地 方 譲 与 税 等

小 計 （ 一 般 財 源 ）

国 庫 支 出 金

道 支 出 金

    ３　各項目において端数調整しているため、合計と内訳は一致しないことがある。

    ２　国庫支出金は、「国有提供施設等所在市町村助成交付金」を含んでいる。

　　金」、　「ゴルフ場利用税交付金」、「自動車取得税交付金」、「軽油引取税交付金」、「地方特例交付金」を含んでいる。

そ の 他
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4 歳出

構成比 構成比 増減額 増減率

63,674 35.8 61,959 43.8 1,715 2.8%

　 人 件 費 24,680 13.9 22,793 16.1 1,887 8.3%

　 扶 助 費 24,135 13.6 24,336 17.2 ▲201 ▲0.8% 

　 公 債 費 14,859 8.3 14,830 10.5 29 0.2%

22,578 12.7 16,961 12.0 5,617 33.1%

　 普 通 建 設 事 業 費 22,542 12.7 16,863 11.9 5,679 33.7%

　 　　 うち補助事業費 10,094 5.7 9,175 6.5 919 10.0%

　      うち単独事業費 12,448 7.0 7,688 5.4 4,760 61.9%

　 災 害 復 旧 事 業 費 36 0.0 98 0.1 ▲62 ▲63.3% 

　 失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 0 0.0 0 -

91,815 51.6 64,015 45.2 27,800 43.4%

　 物 件 費 21,500 12.1 19,645 13.9 1,855 9.4%

　 維 持 補 修 費 5,725 3.2 4,716 3.3 1,009 21.4%

　 補 助 費 等 40,989 23.0 17,802 12.6 23,187 130.2%

　 積 立 金 5,149 2.9 3,809 2.7 1,340 35.2%

　 投資及び出資金・貸付金 3,723 2.1 3,314 2.3 409 12.3%

　 繰 出 金 14,729 8.3 14,729 10.4 0 0.0%

178,067 100.0 141,526 79.5 36,541 25.8%

※

区分

③その他の経費
　特例定額給付金などの影響により、補助費等が大幅に増加しているほか、新型コロナウイルス関
係経費として、全体として４３．４％の増となっている。

３　各項目において端数調整しているため、合計と内訳は一致しないことがある。

１　「うち補助事業費」欄には、補助事業費、国直轄事業負担金、受託事業費のうち補助事業費が含まれている。

 ２　「うち単独事業費」欄には、単独事業費、同級他団体施行事業負担金、受託事業費のうち単独事業費、道営事業負担金が　

①義務的経費
　 人件費について、会計年度任用職員の増加等により、前年度と比較して８．３％の増となってい
る。
義務的経費全体としては２．８％の増となっている。

②投資的経費
　普通建設事業費について、庁舎新築などにより前年度と比較して３３．７％増加しており、全体とし
ても３３．１％の増となっている。

性質別歳出決算額の状況

投 資 的 経 費

　含まれている。

　令和２年度の歳出決算額における性質別の特徴は、以下のとおりである。

合 計

比較
令和２年度 令和元年度

義 務 的 経 費

そ の 他 の 経 費

（単位：百万円、％）
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５　健全化判断比率

　　　　
　　　　

　　　　
　　　　

　　　　
　　　　
　　　　

　　　　◆４指標における各基準一覧(市町村分)

財政再生基準

20%

30%

35%

（１）実質赤字比率

　　　　　標準財政規模に対する一般会計等の実質赤字の比率である。

　　　　　道内全ての団体で実質赤字は発生していない。

（２）連結実質赤字比率

　　　　　公営企業を含む全会計を対象とした実質赤字又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率
　　　　である。

　　　　　道内全ての団体で連結実質赤字比率は発生していない。

実質公債費比率

将来負担比率

25%

350%

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、平成１９年度決算から新たに各市
町村において算出することになった指標で、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債
費比率及び将来負担比率の計４種類がある。

　各指標については、「早期健全化基準」が定められており、平成２０年度決算から、この基
準を超えた市町村は、議会の議決を経て財政健全化計画を策定するとともに、毎年度その
実施状況を議会や住民へ報告・公表しなくてはならない。

　更に、各指標において将来負担比率以外は「財政再生基準」が定められており、平成２０年
度決算から、この基準を超えた市町村は、財政再生計画の策定・報告・公表が義務付けられ
るとともに、同計画に総務大臣の同意が事実上必要となる等、財政運営にあたって国の強い
関与を受けることになる。

市町村の財政規模に応じ11.25～15%

早期健全化基準

市町村の財政規模に応じ16.25～20%

実質赤字比率

連結実質赤字比率



（３）実質公債費比率

　　
市町村名 R2決算 R1決算 比較

小樽市 6.8 7.5 △ 0.7

島牧村 6.3 5.8 0.5

寿都町 12.5 13.4 △ 0.9

黒松内町 11.6 9.8 1.8

蘭越町 11.8 11.7 0.1

ニセコ町 10.0 10.9 △ 0.9

真狩村 11.4 11.2 0.2

留寿都村 9.4 8.7 0.7

喜茂別町 9.8 9.8 0.0

京極町 7.2 7.1 0.1

倶知安町 7.1 7.2 △ 0.1

共和町 9.0 8.6 0.4

岩内町 15.5 15.4 0.1

泊村 1.2 1.0 0.2

神恵内村 6.6 5.5 1.1

積丹町 10.0 10.1 △ 0.1

古平町 8.7 9.1 △ 0.4

仁木町 9.8 9.9 △ 0.1

余市町 7.1 8.6 △ 1.5

赤井川村 6.6 6.3 0.3

町村平均 9.1 9.1 0.0

管内平均 8.2 8.5 △ 0.3

全道平均 7.0 6.9 0.1

　普通会計における地方債の元利償還金の他、公営企業会計・一部事務組合等における地
方債の元利償還金に対する普通会計からの負担金や償還金的な債務負担行為額等も加え
た実質的な公債費指標である。全道平均は前年度に比べて０．１％上昇し、７．０％(加重平
均)となった。

　管内市町村における実質公債費比率の平均は、前年比０．４％減の８．２％となった。なお、
前年度に引き続き地方債の発行に際して許可が必要となる許可団体（１８．０％以上）の発生
はなかった。
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（４）将来負担比率

　　　

　　　

市町村名 R2決算 R1決算 比較

小樽市 34.5 36.8 △ 2.3

島牧村 28.5 28.5 0.0

寿都町 27.5 33.1 △ 5.6

黒松内町 47.9 55.3 △ 7.4

蘭越町 - - -

ニセコ町 62.5 36.0 26.5

真狩村 94.8 85.1 9.7

留寿都村 68.7 59.9 8.8

喜茂別町 79.1 83.7 △ 4.6

京極町 - - -

倶知安町 95.9 77.2 18.7

共和町 - - -

岩内町 138.3 152.8 △ 14.5

泊村 - - -

神恵内村 8.0 - 皆増

積丹町 56.8 65.4 △ 8.6

古平町 - - -

仁木町 - 5.9 皆減

余市町 47.6 69.2 △ 21.6

赤井川村 - - -

町村平均 11.9 10.1 1.8

管内平均 20.7 20.7 0.0

全道平均 38.3 43.5 △ 5.2

　地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的な負債を捉えた比率である。全道
平均は前年度に比べて５．２％減少し、３８．３％(加重平均)となった。

　管内市町村における将来負担比率の平均は、前年同様２０．７％となっており、早期健全化
基準である３５０％以上の団体はない。

※　充当可能基金額、特定財源見込額及び基準財政需要額といった控除財源が将来負担
額を上回る場合、将来負担比率は発生しない。（下記の表中「-」の団体）
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6 その他の財政指標等

（１） 経常収支比率

（単位：％）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

91.0 91.5 90.7

うち人件費 25.1 25.3 25.9

うち扶助費 8.0 8.7 8.1

うち公債費 17.0 16.7 16.6

92.3 92.5 92.4

　 うち人件費 23.6 23.5 24.2

うち扶助費 11.5 11.9 11.3

　 うち公債費 18.1 17.9 18.0

全道経常収支比率

※　経常一般財源には、臨時財政対策債と減税補てん債を加えている。

区分

管内経常収支比率

　管内市町村の経常収支比率の平均値は９０．７％（加重平均）であり、前年度と比較すると
０．８％減少している。
　なお、全道平均は９２．４％であり、　前年度と比べ０．１％の減となった。
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余市町
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（２） 地方債現在高

（単位：百万円）

増減額 増減率

143,349 139,670 3,679 2.6%

3,548,001 3,516,676 31,325 0.9%

管 内 地 方 債 現 在 高

全 道 地 方 債 現 在 高

令和２年度末

  令和２年度末の管内市町村地方債現在高は、１，４３３億４９百万円であり、前年度比で３
６億７９百万円の増（２．６％）となっている。
　全道市町村は３兆５，４７８億１百万円で前年度比３１２億１５百万円の増（０ ．９％）となっ
ている。
　管内市町村については、９団体で増加、１１団体で減少しており、全体として増となってい
る。

令和元年度末
比較
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（３） 積立金現在高

令和２ 令和元
年度末現在高 年度末現在高 増減額 増減率

47,508 47,084 424 0.9%

財 政 調 整 基 金 16,076 15,558 518 3.3%

減 債 基 金 5,735 5,851 ▲116 ▲2.0%

そ の 他 特 目 基 金 25,697 25,675 22 0.1%

732,817 699,931 32,886 4.7%

　管内市町村の令和２年度末積立金現在高は、４７５億８百万円であり、前年度比４億２４
百万円の増（０．９％）となっている。
　全道市町村は３２８億８６百万円の増（４．７％）で、令和２年度末積立残高は７，３２８億１
７百万円となっている。

（単位：百万円）

比較

※　各項目において端数処理しているため、合計と内訳とが一致しない場合がある。

管 内 市 町 村

全 道 市 町 村
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